
第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

市町村名 山田町

所属名 長寿福祉課

区分 現状と課題
第７期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 自己評価 課題と対応策

１　介護予防の普及啓発

・介護予防教室（10回1コース）
・シルバーリハビリ体操教室（10
回1コース）

各教室　25名の参加を目標とする。
　　　　　（H29）（H30）（R1）（R2）
実人数　　79　　81　　75　　75
※H30までは実績、R1以降は目標値

R1年度末実績　39人
（内訳・実人数）
・介護予防教室　15人（60％）
・シルバーリハビリ体操教室　24人
（96％）
※R1年度は介護予防教室と認知症
予防教室を一つにまとめ、10回1コー
スに変更して実施した。

○

介護予防教室を実施した地区について
は、自主的な集まりへつなげることができ
た。今後は、集まりのない地区、介護予防
教室を実施したことがない地区で行い、地
域の通いの場づくりに取り組む必要があ
る。

２　住民主体の介護予防活動の
推進

・介護予防地区自主活動団体
への活動費助成、健康講話等
の支援、ボランティアへの支援。

　　　　　　　　（H29）（H30）（R1）（R2）
助成団体数　　18　　18　　24　　26
ボランティア数　79　　77　　110　120
※H30までは実績、R1以降は目標値

R1年度末実績
団体数　　20か所　（83.3％）
ボランティア数　79人　（71.8％）
会員総数　609人
活動延人数　3,803人
高齢者人口に占める会員の率
（10.2％）
※団体を掛け持ちしている会員もいる
ため、目安。

◎

新規が2団体あり、20団体となった。
その他、補助金は活用しないまでも、シル
バーリハビリ体操などに取り組む団体が
複数立ち上がっており、今後もそれぞれ
の活動が継続できるように支援を行う必
要がある。

３　重度化防止のための多職種
連携等

・短期集中型訪問リハビリの実
施（総合事業）

短期集中型訪問リハビリの実施
　　　　　（H29）（H30）（R1）（R2）
実人数　　33　　32　　50　　50
※H30までは実績、R1以降は目標値

R1年度末実績
　実人数　6人　（12％）

×

R1年度中に短時間型通所リハビリテー
ション事業所が開所したことに伴い、リハ
ビリの必要性がある高齢者は短期集中型
訪問リハビリではなく通所リハへつなげら
れている。
今後も機能低下の早い段階から介入を行
えるよう、周知や対象者の把握に努める。

４　生活支援・介護予防サービ
スの体制整備

・生活支援ニーズの把握を行
い、既存事業の強化やサービス
創出を行う。

生活支援・介護予防サービスの体制整備に
向け、日常生活圏域（5地区）で会議（協議
体）を開催。（社会福祉協議会へ委託）

R1年度末実績
開催地区　7か所　　延17回

地区行事開催　8地区
内、3地区は支援により継続中。

○

各地区で課題について話し合い、地域の
つながりを進めるため、住民とともに地区
行事を開催したが、継続及び定着には支
援継続が必要である。
また、今後は地域に不足する生活支援
サービスの創出を進める必要がある。

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

第７期介護保険事業計画に記載の内容 令和元年度（年度末実績）

①　自立支援、介護
予防、重度化防止

　平成23年以降、総人口の減少
している中で、令和2年4月1日現
在の高齢者数は、5,956人
（39.1％）、特に要介護状態にな
りやすい75歳以上の人数は
3,189人となり年々増加していま
す。
　高齢者自身が、心身ともに健
康を維持する努力をし、地域社
会がその生活を支援し、必要に
応じてサービスを利用しながら、
要介護状態となっても住み慣れ
た地域で自分らしい暮らしを続け
ることができる地域づくりを進め
ていますが、東日本大震災後、
地域の住民のつながりが変化し
ており、介護予防のための支援
体制を新たに構築していく必要
があります。



第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

市町村名 山田町
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１　認知症理解の普及啓発
　
　認知症地域支援推進員を配
置し、認知症サポーター養成講
座、講演会の開催等を行う。

　●認知症サポーター養成
　　　　　　　　（H29）（H30）（R1）（R2）
　　回数　　　　6　　　　5　　　　7　　　　7
　　人数　　　147　　200　　120　　120
　●孫世代のための認知症講座
　　　　　　　　（H29）（H30）（R1）（R2）
　　回数　　　　5　　　　7　　　　5　　　　5
　　人数　　　162　　285　　150　　150
　※H30までは実績、R1以降は目標値

R1年度末実績
　●認知症サポーター養成
　　回数　8　（114.2％）
　　人数　218　（181.6％）
　●孫世代のための認知症講座
　　回数　7　（140％）
　　人数　204　（133.3％）
　●認知症セミナー
　　人数　116人

◎

今後は認知症サポーター養成講座を受け
た方との協力体制についても検討が必要
である。また、孫世代のための認知症講
座を継続開催し、子どもの頃から認知症
に対する正しい知識を学ぶ機会を設け
る。

２　認知症地域支援の強化
　
　月1回の初期集中支援会議を
行う。

医療と介護の連携により、早期相談や早期
受診の体制を構築する。認知症初期集中支
援チームを設置し、支援を包括的・集中的に
行う。また、適切なサービスが提供されるよう
生活支援の体制整備に努める。

R1年度末実績
　支援会議対応件数
　実7件、延13件

○

宮古圏域で認知症初期集中支援チーム
員医師の協力体制が数年ごとに交代とな
るため、円滑な移行が行えるようにする必
要がある。

３　認知症高齢者の権利擁護
　
　権利擁護に関して、随時相談
に対応するほか、制度利用の
支援を行う。

認知症により、判断能力が不十分となった方
の財産管理や身上監護等を行う成年後見制
度利用支援事業や日常生活自立支援事業
の周知、利用支援を行う。

R1年度末実績
　町長申立　　0件
　報酬助成　　2件

○

核家族化、家族関係の変化に伴い、認知
症高齢者の権利擁護の重要性は増して
いる。日常生活自立支援事業や成年後見
制度の相談、利用支援を進めていく必要
がある。

４　認知症の方及び家族への支
援

　在宅で介護している家族等に
リフレッシュを行う機会を提供
し、身体的、精神的な負担の軽
減を図る。
　認知症の方の居場所づくりを
行う。

　●介護家族教室（認知症カフェ）
　　　　　　　（H29）（H30）（R1）（R2）
　　回数　　　10　　11　　　10　　　10
　　延人数　　85　　75　　100　　100
　　※H30までは実績、R1以降は目標値

R1年度末実績
　回数　　11　（110％）
　延人数　73　（73％）

◎

在宅で介護している家族等にリフレッシュ
を行う機会として毎月開催しているが、参
加者が固定している。今後認知症カフェ
の運営する団体、事業所を増やし、参加
しやすい環境を作っていく必要がある。

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

第７期介護保険事業計画に記載の内容 令和元年度（年度末実績）

①　自立支援、介護
予防、重度化防止

　平成23年以降、総人口の減少
している中で、令和2年4月1日現
在の高齢者数は、5,956人
（39.1％）、特に要介護状態にな
りやすい75歳以上の人数は
3,189人となり年々増加していま
す。
　後期高齢者人口の増加に伴
い、認知症高齢者数の増加が予
測されます。軽度の認知症高齢
者の多くが在宅で生活しているこ
とから、認知症になっても本人の
意思が尊重され、できる限り住み
慣れた地域での生活を続けるこ
とができるように、継続して地域
住民の認知症理解と対応方法に
ついて啓発を行うとともに、医療
と介護、地域との包括的な支援
体制の構築が課題となっていま
す。
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市町村名 山田町

所属名 長寿福祉課
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第７期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 自己評価 課題と対応策

①要介護認定の適正化
　

調査内容の点検・指導、申請者に対する情
報提供・説明
　　　　　(H29)　  (H30)　   (H31)　 (R2)
実施率　100%     100%     100%    100%
悉皆点検の維持を目標とする。
※H29は実績、H30以降は目標値

実施率　(R2.3月末)：100%

◎

新たな調査員の追加や個別対応が必要
な対象者の状況等により選択肢の判断基
準に相違があったり、特記事項情報の不
足があるため調査員より身辺状況を確認
しながら指導を徹底する必要がある。

②ケアプランの点検 点検及び指導を行う
　　　　　(H29)　  (H30)　   (H31)　 (R2)
実施率　0.8%      0.9%       1.0%     1.1%
点検数増を目標とする。
※H29は実績、H30以降は目標値

実施率　(R2.3月末)：0.0%

×

ケアプラン点検の対象者の選定や、点検
内容の整理に時間を要してしまい実際の
点検まで至らなかった。選定から点検ま
での流れをパターン化し、点検件数の増
加につながるよう努力する。

③-1住宅改修 工事前後施工状況等を確認する
　　　　　(H29)　  (H30)　   (H31)　 (R2)
実施率　9.3%     10.1%     13.2%   15.8%
点検数増を目標とする。
※H29は実績、H30以降は目標値

実施率　(R2.3月末)：25.5%

◎

施工件数の増加や、施工内容の複雑化、
施工業者の多様化等により提出書類の
確認に時間を要した。書類の記載例を案
内する等で事前に不備を防ぎ、申請から
着工までの期間を短縮できるよう努める。

③-2福祉用具購入調査 福祉用具選定の判断基準に基づき点検
　　　　　(H29)　  (H30)　   (H31)　 (R2)
実施率　100%    100%      100%    100%
悉皆点検の維持を目標とする。
※H29は実績、H30以降は目標値

実施率　(R2.3月末)：100%

◎

申請書における「福祉用具が必要な理
由」について、担当者により記載内容に差
があり、必要性の確認に時間を要したも
のがあった。記載事項や記載例を事前に
通知する等して確認の時間短縮に取り組
む。

③-3福祉用具貸与調査 福祉用具選定の判断基準に基づき点検
　　　　　(H29)　  (H30)　   (H31)　 (R2)
実施率　1.0%      1.3%      1.6%     2.0%
点検数増を目標とする。
※H29は実績、H30以降は目標値

実施率　(R2.3月末)：9.0%

◎

給付適正化の観点から点検数を増加させ
ることができた。、点検対象とすべき課題
を見つけ、点検数を維持する必要があ
る。

④介護給付費通知 定期的に保険給付状況を送付
　　　　　(H29)　  (H30)　   (H31)　 (R2)
通知回数　1      　　2      　　2     　　4
通知回数増を目標とする。
※H29は実績、H30以降は目標値

実施回数　(R2.3月末)：2

△

予算の関係から上半期と下半期の２回の
み通知を行った。利用者からのリアクショ
ンがほとんどないため、保険者から働き
かけをし、より分かりやすい通知にする必
要がある。

⑤医療情報との突合・縦覧点検 請求情報の縦覧点検及び給付実績の確認
　　　　　(H29)　  (H30)　   (H31)　 (R2)
実施率 100%     100%     100%     100%
悉皆点検維持を目標とする。
※H29は実績、H30以降は目標値

実施率　(R2.3月末)：100%

◎

縦覧点検や給付実績の確認結果から、ほ
かの適正化項目の課題を発見することも
あるため、悉皆点検の維持に努める必要
がある。

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

第７期介護保険事業計画に記載の内容 令和元年度（年度末実績）

②　介護給付等費
用の適正化

　山田町の要介護者、受給者及
び介護給付費は、震災による事
業所・施設の被災に伴い、一時
的に減少したものの、その後は
増加傾向が続いています。
　給付適正化の取組により、受
給者を適切に認定し、必要な
サービスを、事業者が適切に提
供するよう促すことで、適切な
サービスの確保とその結果として
の費用の効率化を通じて介護保
険制度への信頼を高め、持続可
能な介護保険制度の構築するこ
とが必要です。
　増大する介護サービス利用に
対し、制度改正などに対応しなが
ら、適正化の取組を強化するた
めの体制づくりが課題となってい
ます。


